１　賃金
（１）規模5人以上の事業所
平成25年の1人平均月間現金給与総額は、調査産業計で292,025円、前年比1.6％増となった。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は246,034円で、前年比1.3％増となった。きまって支給する給与のうち、所定内給与は228,516円で、前年比1.4％増となった。調査産業計の特別に支払われた給与は45,991円であった(第1表）。

また、実質賃金指数（消費者物価指数を用いて物価変動の影響を差し引いたもの）をみると、現金給与総額は、調査産業計で前年比1.3％増、きまって支給する給与は前年比1.0％増となった(第２表）。
第１表　常用労働者１人平均月間現金給与額（規模5人以上）
[image: image1.emf] 現金給与総額

きまって支給する給与

超過労働

給与

給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 給与額

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 292,025 1.6 246,034 1.3 228,516 1.4 17,518 45,991

建 設 業 326,590 3.0 298,640 3.6 277,833 7.3 20,807 27,950

製 造 業 311,880 0.5 261,112 △ 0.9 235,696 △ 1.3 25,416 50,768

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 534,460 △ 10.9 444,950 △ 2.0 370,699 △ 3.2 74,251 89,510

情 報 通 信 業 374,785 △ 1.5 301,662 △ 0.7 281,523 0.0 20,139 73,123

運輸業,郵便業 279,840 15.9 245,343 10.7 213,761 13.5 31,582 34,497

卸売業,小売業 237,349 6.0 204,730 7.3 195,108 5.8 9,622 32,619

金融業,保険業 406,284 △ 1.8 314,942 △ 4.9 292,614 △ 5.6 22,328 91,342

不動産業,物品賃貸業 355,569 7.8 289,654 4.5 280,043 4.5 9,611 65,915

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 346,682 △ 0.1 290,165 △ 0.6 271,325 △ 0.7 18,840 56,517

宿泊業,飲食サービス業 110,783 △ 8.4 106,327 △ 7.7 101,342 △ 6.2 4,985 4,456

生活関連サービス業,

娯 楽 業 242,835 21.6 222,978 15.7 214,996 18.1 7,982 19,857

教育，学習支援業 395,941 △ 2.3 312,073 △ 1.9 304,137 △ 2.3 7,936 83,868

医 療 , 福 祉 300,356 △ 1.4 245,286 △ 1.4 229,852 △ 1.0 15,434 55,070

複合サービス事業 346,473 △ 7.8 277,182 △ 4.4 268,321 △ 4.9 8,861 69,291

サービス業（他に分類さ

れないもの） 246,830 5.2 210,171 3.7 199,676 3.8 10,495 36,659

対前年比は、指数により算出している。

区　分

特別に支払

われた給与

所定内給与


第２表　調査産業計および製造業における賃金の状況（規模5人以上）
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 平成21年 293,284 99.9△ 1.9 98.3△ 0.9 288,295 95.2 △ 8.5 245,499 99.2△ 2.3 97.6△ 1.2 247,274 96.6 △ 5.3

 　　22年

293,479 100.0 0.1 100.0 1.7 302,972 100.0 5.1 247,253 100.0 0.9 100.0 2.5 255,652 100.0 3.5

 　　23年

286,760 97.8△ 2.3 98.7△ 1.3 303,853 100.6 0.5 242,471 98.1△ 1.9 99.0△ 1.0 255,510 100.1 0.1

 　　24年

287,502 97.9 0.1 98.3△ 0.4 310,373 102.2 1.6 242,914 98.2 0.1 98.6△ 0.4 263,391 102.8 2.7

 　　25年

292,025 99.5 1.6 99.6 1.3 311,880 102.7 0.5 246,034 99.5 1.3 99.6 1.0 261,112 101.9 △ 0.9

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

（指数：平成22年＝100）

※実質 ※実質

製造業 製造業



区分

現金給与総額 きまって支給する給与

調査産業計 調査産業計


（ⅰ）産業別の現金給与総額

産業別に現金給与総額をみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」が534,460円で最も高く、次いで「金融業，保険業」406,284円、「教育，学習支援業」395,941円と続いた。
また、平成24年と比較すると「生活関連サービス業」が対前年比21.6％増と最も増加幅が大きく、他6産業でも増加した。一方、平成24年と比較して最も減少幅が大きかった産業は「電気・ガス・熱・水道業」で、対前年比10.9％減となった(第1表）。
（ⅱ）就業形態別の現金給与総額

　就業形態別の現金給与総額をみると、一般労働者の現金給与総額は352,520円、パートタイム労働者は99,366円となった(第３表）。
第３表　就業形態別現金給与総額（規模5人以上）[image: image3.emf]所定内給与 超過労働給与

円 円 円 円 円

一 般 労 働 者 352,520 293,166 271,202 21,964 59,354

パートタイム労働者 99,366 95,931 92,572 3,359 3,435

常 用 労 働 者 全 体 292,025 246,034 228,516 17,518 45,991

特別に支払

われた給与

きまって支給する給与

現金給与総額 就　業　形　態


（ⅲ）全国との比較
調査産業計について福井県と全国平均を比較すると、現金給与総額は全国平均を22,029円下回って対全国比93.0％となった。特別に支払われた給与をみると7,710円下回って対全国比85.6％となった(第４表）。また、各産業別に現金給与総額を比較すると、「生活関連サービス業,娯楽業」が対全国比112.0％で最も高く、次いで「教育，学習支援業」103.6％、「医療，福祉」102.6％、「電気・ガス・熱・水道業」102.4％、「不動産業，物品賃貸業」100.6％と計5産業で全国を上回ったが、「建設業」や「情報通信業」他8産業で全国を下回った。その中でも、「情報通信業」が77.3％で対全国比が最も低かった(第５表）。
第４表　調査産業計における全国平均との比較（規模5人以上）
[image: image4.emf]実　数 実　数 実　数

現金給与総額（円） 292,025 1.6 ％ 314,054 0.0 ％ -22,029 93.0 ％

　　　きまって支給する給与 246,034 1.3 ％ 260,353 -0.5 ％ -14,319 94.5 ％

　　　　　　所　定　内　給　与 228,516 1.3 ％ 241,250 -0.6 ％ -12,734 94.7 ％

　　　　　　超 過 労 働 給 与 17,518 190 円 19,103 342 円 -1,585 91.7 ％

　　　特別に支払われた給与 45,991 1,403 円 53,701 1,157 円 -7,710 85.6 ％

（注）超過労働時間、特別に支払われた給与の前年比欄は対前年増減差

項　　　　目

福　　井　　県 全　　　　　国 格　　　　　差

格　差　率 前　年　比 前　年　比


第５表　産業別現金給与総額の本県と全国平均の比較（規模5人以上）　
[image: image5.emf]区　分

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

調 査 産 業 計 292,025 1.6 314,054 0.0 246,034 1.3 260,353 △ 0.5

建 設 業 326,590 3.0 371,213 1.5 298,640 3.6 320,140 0.2

製 造 業 311,880 0.5 372,460 0.1 261,112 △ 0.9 301,485 △ 0.3

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 534,460 △ 10.9 522,109 △ 4.1 444,950 △ 2.0 428,483 △ 0.2

情 報 通 信 業 374,785 △ 1.5 484,922 0.6 301,662 △ 0.7 382,904 △ 0.1

運輸業,郵便業 279,840 15.9 342,762 2.1 245,343 10.7 289,272 1.2

卸売業,小売業 237,349 6.0 270,510 0.0 204,730 7.3 226,520 0.2

金融業,保険業 406,284 △ 1.8 467,006 1.1 314,942 △ 4.9 353,712 △ 1.2

不動産業,物品賃貸業 355,569 7.8 353,386 3.8 289,654 4.5 286,743 2.9

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 346,682 △ 0.1 444,452 0.4 290,165 △ 0.6 358,724 △ 0.4

宿泊業,飲食サービス業 110,783 △ 8.4 125,805 △ 1.1 106,327 △ 7.7 118,828 △ 1.0

生活関連サービス業,

娯 楽 業 242,835 21.6 216,781 △ 1.2 222,978 15.7 195,131 △ 1.3

教育，学習支援業 395,941 △ 2.3 382,246 △ 1.2 312,073 △ 1.9 297,038 △ 2.6

医 療 , 福 祉 300,356 △ 1.4 292,737 △ 0.9 245,286 △ 1.4 246,376 △ 0.9

複合サービス事業 346,473 △ 7.8 358,770 0.6 277,182 △ 4.4 279,220 △ 1.3

サービス業（他に分類さ

れないもの） 246,830 5.2 254,040 0.5 210,171 3.7 221,248 0.5

現金給与総額 きまって支給する給与

福井県平均 全国平均 福井県平均 全国平均


（２）規模30人以上の事業所
平成25年の１人平均月間現金給与総額は、調査産業計で321,690円、前年比0.6％減となった。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は265,663円で、前年比0.7％減となった。きまって支給する給与のうち、所定内給与は242,372円で、前年比0.5％減となった。調査産業計の特別に支払われた給与は56,027円であった(第６表）。
また、実質賃金指数（消費者物価指数を用いて物価変動の影響を差し引いたもの）をみると、現金給与総額は、調査産業計で前年比0.9％減、きまって支給する給与は前年比1.0％減となった(第７表）。
第６表　常用労働者１人平均月間現金給与額（規模30人以上）
[image: image6.emf] 現金給与総額

きまって支給する給与

超過労働

給与

給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 給与額

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 321,690 △ 0.6 265,663 △ 0.7 242,372 △ 0.5 23,291 56,027

建 設 業 395,274 1.4 342,623 1.6 315,027 2.1 27,596 52,651

製 造 業 341,765 1.0 278,586 △ 0.2 247,160 0.1 31,426 63,179

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 547,742 △ 12.6 458,345 △ 3.2 379,671 △ 4.4 78,674 89,397

情 報 通 信 業 395,960 △ 0.7 322,766 0.2 295,731 0.8 27,035 73,194

運輸業,郵便業 244,289 △ 2.3 229,004 △ 0.9 194,161 0.0 34,843 15,285

卸売業,小売業 219,771 1.2 189,607 0.8 178,389 0.3 11,218 30,164

金融業,保険業 460,828 2.5 350,324 △ 2.2 326,828 △ 1.4 23,496 110,504

不動産業,物品賃貸業 288,633 1.0 245,516 1.3 238,038 1.9 7,478 43,117

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 416,013 △ 0.6 336,471 1.1 311,429 0.9 25,042 79,542

宿泊業,飲食サービス業 140,540 △ 5.0 130,714 △ 5.1 123,754 △ 4.8 6,960 9,826

生活関連サービス業,

娯 楽 業 182,767 △ 5.5 173,322 △ 6.3 169,795 △ 6.4 3,527 9,445

教育，学習支援業 429,577 △ 2.5 334,565 △ 2.9 324,741 △ 3.1 9,824 95,012

医 療 , 福 祉 348,784 △ 0.6 280,022 △ 1.3 259,853 △ 0.6 20,169 68,762

複合サービス事業 344,070 △ 2.6 278,340 △ 2.6 269,594 △ 2.3 8,746 65,730

サービス業（他に分類さ

れないもの） 228,576 0.5 197,975 1.3 184,443 1.3 13,532 30,601

対前年比は、指数により算出している。

区　分

特別に支払

われた給与

所定内給与


第７表　調査産業計および製造業における賃金の状況（規模30人以上）
[image: image7.emf]（指数：平成22年＝100）
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金額 指数

対前
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 平成21年 338,677 100.8△ 4.8 99.2△ 3.8 316,471 93.7 △ 8.9 277,384 101.0△ 3.7 99.4△ 2.5 265,052 95.8 △ 4.8

 　　22年

338,200 100.0△ 0.8 100.0 0.8 337,795 100.0 6.7 276,342 100.0△ 0.9 100.0 0.6 276,406 100.0 4.4

 　　23年

336,365 98.9△ 1.1 99.8△ 0.2 339,394 100.5 0.5 275,387 99.1△ 0.9 100.0 0.0 276,768 100.2 0.2

 　　24年

323,753 96.6△ 2.3 97.0△ 2.8 338,495 100.0 △ 0.5 267,593 97.7△ 1.4 98.1△ 1.9 279,001 100.8 0.6

 　　25年

321,690 96.0△ 0.6 96.1△ 0.9 341,765 101.0 1.0 264,663 97.0△ 0.7 97.1△ 1.0 278,586 100.6 △ 0.2

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。
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調査産業計

現金給与総額


（ⅰ）産業別の現金給与総額
産業別に現金給与総額をみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」が547,742円で最も高く、次いで「金融業，保険業」460,828円、「教育，学習支援業」429,577円と続いた。

また、平成24年と比較すると「金融業，保険業」が対前年比2.5％増と最も増加幅が大きく、他5産業でも増加した。一方、最も減少幅が大きかった産業は「電気・ガス・熱供給・水道業」で対前年比12.6％減になった(第６表）。
（ⅱ）就業形態別の現金給与総額
　就業形態別にみると、一般労働者の現金給与総額は、378,671円、パートタイム労働者は116,399円となった(第８表）。
第８表　就業形態別現金給与総額（規模30人以上）[image: image8.emf]所定内給与 超過労働給与

円 円 円 円 円

一 般 労 働 者 378,671 308,317 279,878 28,439 70,354

パートタイム労働者 116,399 111,987 107,244 4,743 4,412

常 用 労 働 者 全 体 321,690 265,663 242,372 23,291 56,027

就　業　形　態 現金給与総額

きまって支給する給与

特別に支払

われた給与


（ⅲ）全国との比較
調査産業計について福井県と全国平均を比較すると、現金給与総額は全国平均を36,287円下回って対全国比89.9％となった。特別に支払われた給与をみると12,800円下回って対全国比81.4％となった(第９表）。
第９表　調査産業計における全国平均との比較（規模30人以上）
[image: image9.emf]実　数 実　数 実　数

現金給与総額（円） 321,690 -0.6 ％ 357,977 0.3 ％ -36,287 89.9 ％

　　　きまって支給する給与 265,663 -0.7 ％ 289,150 -0.3 ％ -23,487 91.9 ％

　　　　　　所　定　内　給　与 242,372 -0.5 ％ 264,647 -0.5 ％ -22,275 91.6 ％

　　　　　　超 過 労 働 給 与 23,291 -524 円 24,503 529 円 -1,212 95.1 ％

　　　特別に支払われた給与 56,027 -133 円 68,827 1,972 円 -12,800 81.4 ％

（注）超過労働時間、特別に支払われた給与の前年比欄は対前年増減差

項　　　　目

福　　井　　県 全　　　　　国 格　　　　　差

前　年　比 前　年　比 格　差　率


第１０表　産業別現金給与総額の本県と全国平均の比較（規模30人以上）
[image: image10.emf]区　分

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

調 査 産 業 計 321,690 △ 0.6 357,977 0.3 265,663 △ 0.7 289,150 △ 0.3

製 造 業 341,765 1.0 406,392 0.9 278,586 △ 0.2 321,746 0.3

卸売業,小売業 219,771 1.2 307,051 △ 0.5 189,607 0.8 247,718 △ 0.2

医 療 , 福 祉 348,784 △ 0.6 335,988 △ 0.1 280,022 △ 1.3 279,293 △ 0.2

(注)厚生労働省が全国平均を公表している３産業のみの比較

現金給与総額 きまって支給する給与

福井県平均 全国平均 福井県平均 全国平均


（３）規模別の比較（規模5人～29人、規模30人以上《福井県、全国平均》）
産業別について福井県内で規模5人～29人の事業所と規模30人以上の事業所を比較してみると、「卸売業,小売業」以外で、現金給与総額およびきまって支給する給与は規模30人以上が規模5人～29人を上回った。特に「医療，福祉」で現金給与総額が174.9%と大きく上回った。
また、福井県と全国平均について規模別に違いを比較すると、調査産業計において現金給与総額で規模5人～29人に対する規模30人以上の比が福井県126.1%、全国平均142.7%となり、全国平均の方が規模別の差が大きかった（第１１表）。
第１１表　福井県および全国平均の事業所規模別賃金について
[image: image11.emf]区　分 規模5人～29人 規模30人以上 （B）/（A） 規模5人～29人 規模30人以上 （D）/（C）

（A）  （B） （C） （D）

円 円 ％ 円 円 ％

調 査 産 業 計

（ 福 井 県 ）

255,130 321,690 126.1 221,621 265,663 119.9

（ 全 国 平 均 ）

250,856 357,977 142.7 218,919 289,150 132.1

製 造 業

（ 福 井 県 ）

240,203 341,765 142.3 219,202 278,586 127.1

（ 全 国 平 均 ）

267,880 406,392 151.7 239,873 321,746 134.1

卸売業,小売業

（ 福 井 県 ）

248,423 219,771 88.5 214,257 189,607 88.5

（ 全 国 平 均 ）

239,653 307,051 128.1 208,619 247,718 118.7

医 療 , 福 祉

（ 福 井 県 ）

199,472 348,784 174.9 172,925 280,022 161.9

（ 全 国 平 均 ）

214,730 335,988 156.5 187,006 279,293 149.3

現金給与総額 きまって支給する給与


２　労働時間と出勤日数の動き

（１）規模5人以上の事業所
平成25年の１人平均月間総実労働時間は、調査産業計で152.1時間、前年比0.1％増となった。調査産業計の所定外労働時間は、9.0時間で前年比1.2％減となった。また、景気の動向と関係の深い「製造業」の所定外労働時間は、12.0時間で前年比8.4％増となった。調査産業計の出勤日数は、19.8日で前年差0.2日減となった（第１２表、第１３表）。
第１２表　常用労働者1人平均月間総実労働時間・出勤日数（規模5人以上）
[image: image12.emf]総実労働時間

対前年比 対前年比 対前年比 対前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 152.1 0.1 143.1 0.2 9.0 △ 1.2 19.8 △ 0.2

建 設 業 176.3 1.6 168.9 2.3 7.4 △ 12.4 21.8 0.1

製 造 業 163.1 △ 0.5 151.1 △ 1.1 12.0 8.4 20.1 △ 0.2

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 156.3 △ 0.9 141.2 △ 1.6 15.1 5.4 19.1 △ 0.3

情 報 通 信 業 163.5 △ 0.4 149.5 △ 1.1 14.0 7.9 19.3 △ 0.3

運輸業,郵便業 174.4 △ 1.6 151.5 0.8 22.9 △ 15.6 20.3 △ 0.5

卸売業,小売業 140.8 6.5 134.1 5.4 6.7 35.5 20.5 △ 0.2

金融業,保険業 155.1 1.9 139.6 0.8 15.5 11.4 19.0 △ 0.1

不動産業,物品賃貸業 165.2 △ 4.4 159.4 △ 2.8 5.8 △ 34.4 20.4 △ 1.0

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 162.0 0.0 149.7 △ 1.3 12.3 19.4 19.9 △ 0.2

宿泊業,飲食サービス業 108.9 △ 5.5 105.2 △ 3.7 3.7 △ 38.1 16.6 △ 1.0

生活関連サービス業,

娯 楽 業 160.8 △ 9.2 154.1 △ 2.7 6.7 △ 64.1 20.9 △ 0.4

教育，学習支援業 158.2 4.2 152.7 3.5 5.5 30.7 20.2 0.6

医 療 , 福 祉 140.0 △ 2.7 135.6 △ 2.7 4.4 △ 1.1 19.0 △ 0.2

複合サービス事業 151.7 △ 1.2 146.6 △ 2.0 5.1 31.3 19.3 △ 0.1

サービス業（他に分類さ

れないもの） 144.4 △ 0.8 137.3 △ 0.5 7.1 △ 5.3 19.1 △ 0.1

対前年比は、指数により算出している。

区　分

所定外労働時間 所定内労働時間

出勤日数


第１３表　調査産業計および製造業における労働時間の動き（規模5人以上）
[image: image13.emf]（指数：平成22年＝100）
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労働時間 指数

対前

年比

労働時間 指数

対前

年比

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

 平成21年 152.5 98.8 △ 1.6 155.5 94.0 △ 6.6 7.8 89.7 △ 12.2 8.6 69.8 △ 32.8

 　　22年

154.2 100.0 1.3 164.9 100.0 6.4 8.6 100.0 11.5 12.0 100.0 43.2

 　　23年

151.0 98.2 △ 1.9 162.2 98.6 △ 1.4 8.6 101.9 2.0 11.1 94.9 △ 5.1

 　　24年

151.9 98.4 0.2 163.9 99.0 0.4 9.1 104.2 2.3 11.1 88.6 △ 6.6

 　　25年

152.1 98.5 0.1 163.1 98.5 △ 0.5 9.0 103.0 △ 1.2 12.0 96.0 8.4

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

製造業 調査産業計 製造業

区分

所定外労働時間 総実労働時間

調査産業計


（ⅰ）産業別の労働時間
総実労働時間を産業別にみると、「建設業」が176.3時間と最も長く、次いで「運輸業，郵便業」174.4時間、「不動産業，物品賃貸業」165.2時間の順となった(第１２表）。
（ⅱ）就業形態別の労働時間
労働時間について就業形態別にみると、一般労働者の所定内労働時間は159.0時間、所定外労働時間は10.9時間、パートタイム労働者の所定内労働時間は92.3時間、所定外労働時間は2.6時間だった(第１４表）。

第１４表　産業別・就業形態別労働時間（規模5人以上）
[image: image14.emf]出 勤

日 数

所 定 内

労働時間

所 定 外

労働時間

出 勤
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日 時間 時間 日 時間 時間

調 査 産 業 計 20.6 159.0 10.9 17.3 92.3 2.6

製　造　業 20.3 155.5 13.2 18.4 110.9 1.7

卸売業,小売業 21.2 163.5 8.9 19.4 89.7 3.4

医　療,福　祉 20.2 157.9 5.8 15.7 75.8 0.8

一 般 労 働 者 パートタイム労働者

産　業　別


（ⅲ）全国との比較
調査産業計で福井県と全国平均を比較すると、総実労働時間は、全国平均を6.6時間上回って対全国比104.5％となった。所定外労働時間をみると、1.6時間下回って対全国比84.9％となった。出勤日数をみると、0.9日上回って104.8％となった(第１５表、第１図）。
第１５表　調査産業計における全国平均との比較（規模5人以上）
[image: image15.emf]実　数 実　数 実　数

総 実 労 働 時 間（時間） 152.1 0.1 ％ 145.5 -1.0 ％ 6.6 104.5 ％

所 定 内 労 働 時 間 143.1 0.2 ％ 134.9 -1.3 ％ 8.2 106.1 ％

所 定 外 労 働 時 間 9.0 -1.2 ％ 10.6 2.3 ％ -1.6 84.9 ％

出　勤　日　数 (日) 19.8 -0.2 日 18.9 -0.2 日 0.9 104.8 ％

（注）出勤日数の前年比欄は対前年増減差
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第１図　産業別総実労働時間の全国平均との比較（規模5人以上）[image: image16.emf]0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200
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（２）規模30人以上の事業所
平成25年の１人平均月間総実労働時間は、調査産業計で155.0時間、前年比0.5％減となった。調査産業計の所定外労働時間は、10.9時間で前年比0.6％減となった。「製造業」では14.0時間で前年比0.4％増となった。調査産業計の出勤日数は、19.8日で前年差0.1日減となった(第１６表、第１７表）。
第１６表　常用労働者1人平均月間総実労働時間・出勤日数（規模30人以上）
[image: image17.emf]総実労働時間

対前年比 対前年比 対前年比 対前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 155.0 △ 0.5 144.1 △ 0.5 10.9 △ 0.6 19.8 △ 0.1

建 設 業 175.1 △ 2.0 159.9 △ 1.8 15.2 △ 4.0 21.8 △ 0.3

製 造 業 164.4 △ 0.5 150.4 △ 0.6 14.0 0.4 19.8 △ 0.1

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 157.1 △ 0.7 141.1 △ 1.2 16.0 4.5 19.2 △ 0.2

情 報 通 信 業 155.8 △ 0.9 142.7 △ 0.5 13.1 △ 5.9 18.6 △ 0.4

運輸業,郵便業 177.0 △ 2.1 150.5 △ 1.3 26.5 △ 6.5 20.7 △ 0.3

卸売業,小売業 135.6 0.3 128.4 △ 0.3 7.2 12.0 20.3 △ 0.5

金融業,保険業 159.6 △ 1.6 139.6 △ 2.2 20.0 2.9 19.1 △ 0.4

不動産業,物品賃貸業 159.3 △ 1.1 152.9 △ 0.8 6.4 △ 7.2 20.4 △ 0.2

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 161.8 △ 0.4 149.9 △ 0.3 11.9 △ 1.2 19.3 △ 0.1

宿泊業,飲食サービス業 111.8 △ 3.1 106.2 △ 3.0 5.6 △ 4.9 17.1 △ 0.4

生活関連サービス業,

娯 楽 業 148.6 △ 3.6 147.2 △ 3.7 1.4 1.8 21.2 △ 0.5

教育，学習支援業 157.3 3.8 153.8 3.8 3.5 4.1 20.2 0.6

医 療 , 福 祉 151.2 0.0 145.9 △ 0.2 5.3 4.3 19.3 △ 0.2

複合サービス事業 157.4 △ 0.3 151.9 △ 0.4 5.5 0.4 19.9 0.0

サービス業（他に分類さ

れないもの） 143.8 △ 1.5 134.5 △ 1.6 9.3 △ 1.1 19.5 △ 0.1

対前年比は、指数により算出している。

区　分

出勤日数

所定内労働時間 所定外労働時間


第１７表　調査産業計および製造業における労働時間の動き（規模30人以上）
[image: image18.emf]（指数：平成22年＝100）
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 平成21年 153.8 97.7 △ 3.0 159.3 95.1 △ 5.5 9.6 89.0 △ 16.3 10.3 72.0 △ 29.7

 　　22年

157.3 100.0 2.4 166.8 100.0 5.2 10.7 100.0 12.3 14.0 100.0 38.8

 　　23年

155.8 99.2 △ 0.8 165.0 99.3 △ 0.7 10.7 101.2 1.2 13.8 101.0 0.9

 　　24年

155.7 98.8 △ 0.4 165.1 98.4 △ 0.9 10.9 101.1 △ 0.1 13.9 95.9 △ 5.0

 　　25年

155.0 98.3 △ 0.5 164.4 97.9 △ 0.5 10.9 100.5 △ 0.6 14.0 96.3 0.4

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。
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調査産業計 製造業 調査産業計 製造業
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（ⅰ）産業別の労働時間
総実労働時間を産業別にみると、「運輸業，郵便業」が177.0時間と最も長く、次いで「建設業」175.1時間、「学術研究，専門・技術サービス業」161.8時間の順となった(第１６表)。
（ⅱ）就業形態別の労働時間
労働時間について就業形態別にみると、一般労働者の所定内労働時間は155.7時間、所定外労働時間は13.0時間、パートタイム労働者の所定内労働時間は102.0時間、所定外労働時間は3.2時間だった(第１８表）。

第１８表　産業別・就業形態別労働時間（規模30人以上）
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調 査 産 業 計 20.2 155.7 13.0 18.1 102.0 3.2

製　造　業 19.9 152.7 14.7 18.4 117.2 2.4

卸売業,小売業 21.2 162.7 11.2 19.6 97.5 3.6

医　療,福　祉 20.0 157.3 6.3 16.6 95.3 1.0

産　業　別

一 般 労 働 者 パートタイム労働者


（ⅲ）全国との比較

調査産業計で福井県と全国平均を比較すると、総実労働時間は、全国平均を5.7時間上回って対全国比103.8％となった。所定外労働時間をみると、1.5時間下回って対全国比87.9％となった。出勤日数をみると、0.9日上回って104.8％となった。(第１９表、第２図）。
第１９表　調査産業計における全国平均との比較（規模30人以上）
[image: image20.emf]実　数 実　数 実　数

総 実 労 働 時 間（時間） 155.0 -0.5 ％ 149.3 -0.9 ％ 5.7 103.8 ％

所 定 内 労 働 時 間 144.1 -0.5 ％ 136.9 -1.1 ％ 7.2 105.3 ％

所 定 外 労 働 時 間 10.9 -0.6 ％ 12.4 1.8 ％ -1.5 87.9 ％

出　勤　日　数 (日) 19.8 -0.1 日 18.9 -0.3 日 0.9 104.8 ％

（注）出勤日数の前年比欄は対前年増減差
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第２図　産業別総実労働時間の全国平均との比較（規模30人以上）
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（３）規模別の比較（規模5人～29人、規模30人以上《福井県、全国平均》）
規模別に規模5人～29人の事業所と規模30人以上の事業所を比較してみると、福井県、全国平均とも調査産業計では、総実労働時間および所定外労働時間について規模30人以上が規模5人以上を上回った。特に所定外労働時間については、福井県、全国平均とも1.5倍以上の労働時間数であった（第２０表）。

第２０表　福井県および全国平均の事業所規模別労働時間について
[image: image22.emf]区　分 規模5人～29人 規模30人以上 （B）/（A） 規模5人～29人 規模30人以上 （D）/（C）

（A）  （B） （C） （D）

円 円 ％ 円 円 ％

調 査 産 業 計

（ 福 井 県 ）

148.5 155.0 104.4 6.6 10.9 165.2

（ 全 国 平 均 ）

140.1 149.3 106.6 8.0 12.4 155.0

製 造 業

（ 福 井 県 ）

160.1 164.4 102.7 7.4 14.0 189.2

（ 全 国 平 均 ）

158.0 163.7 103.6 10.6 16.4 154.7

卸売業,小売業

（ 福 井 県 ）

144.1 135.6 94.1 6.4 7.2 112.5

（ 全 国 平 均 ）

137.0 139.9 102.1 6.5 7.7 118.5

医 療 , 福 祉

（ 福 井 県 ）

116.6 151.2 129.7 2.6 5.3 203.8

（ 全 国 平 均 ）

123.1 142.5 115.8 3.9 5.8 148.7

総実労働時間 所定外労働時間


３　雇用の動き
（１）規模5人以上の事業所
平成25年平均常用労働者数は、調査産業計で294,055人、前年比0.1％減となった。製造業70,805人で、前年比0.8%増となった。調査産業計のパートタイム労働者は70,310人で、常用労働者に占める割合は23.9％となり、前年差0.7ﾎﾟｲﾝﾄ減となった。調査産業計の入職率は1.66％で前年差0.11ﾎﾟｲﾝﾄ減となった。また、離職率は1.67％で前年差0.05ﾎﾟｲﾝﾄ減となった (第２１表、第２２表）。

第２１表　雇用および労働異動（規模5人以上）
[image: image23.emf]常用労働者数

パートタイム労働者数

対前年比

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ

労働者比率

対前年差 対前年差 対前年差

人 ％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 294,055 △ 0.1 70,310 23.9 △ 0.7 1.66 △ 0.11 1.67 △ 0.05

建 設 業 18,590 △ 5.5 1,274 6.9 5.3 2.67 0.24 3.05 0.35

製 造 業 70,805 0.8 7,104 10.0 1.8 1.07 △ 0.07 0.99 △ 0.12

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 4,136 △ 4.1 90 2.1 0.1 0.64 0.13 0.33 △ 0.05

情 報 通 信 業 4,194 0.5 396 9.4 △ 2.2 1.46 △ 0.01 1.57 0.37

運輸業,郵便業 16,361 2.0 4,703 28.8 △ 7.2 1.61 0.31 1.20 △ 0.12

卸売業,小売業 50,480 △ 1.7 20,080 39.8 △ 7.8 1.34 △ 0.48 1.42 △ 0.41

金融業,保険業 8,684 △ 4.2 1,045 12.0 2.5 1.92 0.26 2.36 0.68

不動産業,物品賃貸業 3,959 3.3 266 6.8 1.7 0.91 △ 1.21 1.54 △ 0.08

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 7,152 △ 1.4 853 11.9 3.4 1.34 △ 0.36 1.52 △ 0.10

宿泊業,飲食サービス業 17,267 △ 3.0 11,587 67.1 △ 4.0 3.45 0.36 3.84 0.66

生活関連サービス業,

娯 楽 業 8,116 △ 3.3 2,694 33.2 2.2 3.47 △ 0.21 3.47 △ 0.47

教育，学習支援業 17,281 △ 0.2 2,205 12.8 △ 3.0 2.58 0.88 2.61 1.17

医 療 , 福 祉 44,334 3.2 12,071 27.2 3.2 1.57 △ 0.24 1.29 △ 0.35

複合サービス事業 3,078 △ 0.9 577 18.7 1.6 1.37 △ 0.03 1.58 0.27

サービス業（他に分類さ

れないもの） 19,546 2.5 5,366 27.4 0.0 1.41 △ 0.69 1.32 △ 0.24

対前年比は、指数により算出している。

区　分

入職率 離職率


第２２表　調査産業計および製造業における雇用の動き（規模5人以上）
　　　　[image: image24.emf]（指数：平成22年＝100）
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常用労働者 指数
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人 ％ 人 ％

 平成21年 288,430 99.2 1.0 70,127 100.1 △ 4.2

 　　22年

290,946 100.0 0.8 70,083 100.0 △ 0.1

 　　23年

293,646 100.9 0.9 71,663 102.2 2.1

 　　24年

294,556 102.5 1.6 70,244 102.1 △ 0.1

 　　25年

294,055 102.4 △ 0.1 70,805 102.9 0.8

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

製造業

区分

調査産業計


第３図　県内の産業別常用労働者構成比率（規模5人以上）
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（ⅰ）産業別の雇用
常用労働者数を産業別にみると「製造業」が70,805人と最も多く、次いで「卸売業，小売業」50,480人、「医療，福祉」44,334人の順になった（第２１表、第３図）。

（ⅱ）性別別の雇用
雇用について性別別にみると、男性の一般労働者は138,519人、パートタイム労働者は18,402人、女性の一般労働者は85,226人、パートタイム労働者は51,908人だった。

なお、常用労働者数が最も多かった産業は、男性は「製造業」43,015人、女性は「医療，福祉」35,191人だった(第２３表、第４図、第５図）。

第２３表　産業別・性別別常用労働者数（規模5人以上）
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第４図　県内の産業別常用労働者構成比率（男性）（規模5人以上）
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第５図　県内の産業別常用労働者構成比率（女性）（規模5人以上）
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（２）規模30人以上の事業所
平成25年平均常用労働者数は、調査産業計で163,017人、前年比0.2％増となった。製造業では49,940人で、前年比0.3％減となった。調査産業計のパートタイム労働者は35,428人で、常用労働者に占める割合は21.7％となり、前年差0.6ﾎﾟｲﾝﾄ増となった。調査産業計の入職率は1.41％で前年差0.03ポイント減となった。また、離職率は1.39％で前年差0.02ﾎﾟｲﾝﾄ増となった(第２４表、第２５表）。
第２４表　雇用および労働異動（規模30人以上）
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第２５表　調査産業計および製造業における雇用の動き（規模30人以上）
　　　　　　　[image: image30.emf]（指数：平成22年＝100）
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（ⅰ）産業別の雇用
常用労働者数を産業別にみると「製造業」が49,940人と最も多く、次いで「医療，福祉」29,979人、「卸売業，小売業」19,512人の順になった（第２４表）。

（ⅱ）性別別の雇用
雇用について性別別にみると、男性の一般労働者は81,061人、パートタイム労働者は9,685人、女性の一般労働者は46,528人、パートタイム労働者は25,743人だった。

なお、常用労働者数が最も多かった産業は、男性は「製造業」33,286人、女性は「医療，福祉」22,410人だった(第２６表、第６図、第７図）。

第２６表　産業別・性別別常用労働者数（規模30人以上）
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第６図　県内の産業別常用労働者構成比率（男性）（規模30人以上）
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第７図　県内の産業別常用労働者構成比率（女性）（規模30人以上） 
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（ⅲ）全国との比較

福井県と全国平均の産業別常用労働者構成比率を比較すると、「製造業」の構成比率は、福井県30.6%、全国平均22.3％で全国平均を大きく上回った。また「電気・ガス・熱・水道業」の構成比率は、福井県2.4%であり、全国平均0.8%の3倍であった。一方、「情報通信業」の構成比率は全国平均4.2％と比べ、福井県は1.6%と低かった (第８図、第９図）。

第８図　県内の産業別常用労働者構成比率（規模30人以上）
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第９図　全国平均の産業別常用労働者構成比率（規模30人以上）
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